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プログラムの目的及び内容

学生が経済・雇用情勢の急変に翻弄され疲弊する

ことを予防・軽減するため、適切な情報提供と援助

体制を整備して、自己実現に向けた就職活動を支援

する。また、従来培った教育システムや OG データ

の整備、活用により OG 交流会等を開催し、女性ロー

ルモデルによるキャリア教育を推進する。学生は

実社会の様々な状況を知ることで自己のキャリアビ

ジョンを育み、社会性を涵養して学士力を確保する

とともに、就職支援を受けて就職を決定する。

到達目標

本取組は、内定取消等の学生の被害救済に道筋を

付けるとともに、未内定者へ迅速に就職情報を提供

する仕組みを構築し、早期に内定を獲得できるよう

に就職力をアップさせ、就職率の向上を図る。また

学生が OG との交流や各種キャリア支援プログラム

を通じて社会との繋がりを認識しながら勉学に励

み、将来のキャリア形成に向けて能動的に学生生活

に取り組むことで、ニート予備軍ゼロを目指す。施

策毎の達成目標は次のとおり。

① 多くの求人情報を学生にタイムリーに周知するシ 

ステムを導入、同システムの活用を促進し、就職

率の向上を図る。

② OGロールモデル等の外部講師を授業に招聘する 

など、学生との交流プログラムを実現し、キャリ

ア教育の実を上げる。

③ 相談体制の量的充実、また、厳しい就職戦線で疲

弊する就職活動年次の学生の心のケアを行い、学

生支援の質的充実を図る。また求人情報を収集

し、テレホンアポイントによる求人開拓を行い、

求人獲得の拡大を図る。

④ 企業人、学生及び教職員の情報交換を通じ、学生

の実社会との能動的関わりを高める。

⑤ キャリア支援プログラムを実施し、就職スキルの

向上を図り、学生の就職力をアップする。

⑥ 学科の専門性に対応した就職意識の向上を図り、

学生の専門分野への就職を強化する。

⑦ 全学共通キャリア科目を導入し、専門科目、他の

一般教養科目を含めて見直しを行い、体系立てた

キャリア科目を作る。

⑧ 学生支援推進事業報告書の作成と効果的な公表を

行う。また、キャリア開発、就職支援全般に関す

る取組について、トピックスを含めた情報誌（キャ

リアサポート通信「リュミエール」）を作成し、全

学生・教職員に配布してキャリアに関する情報共

有化を図る。

プログラムの実施内容

プログラムの具体的内容は次のとおり。実施ポイ

ントとしては、求人情報検索システムを導入し活用

を図るとともに、気軽に就職相談できる窓口を用意

し、専門カウンセラーを配置して、緊急課題を抱え

た学生の支援体制を整備し、迅速に対応した。また、

卒業生を活用した OG 交流会等を開催し、アサーショ

ンやキャリア支援講座で学生に自信と意欲を与え、

実社会連携型キャリアビジョン育成プログラムを推

進した。企業との交流機会を増やし、国内外インター

ンシップ先を開拓するなど、学生のキャリア支援体

制を強化した。さらに、体系立てた全学共通キャリ

ア科目を構築した。本取組では、教員で構成するキャ

リア支援部委員会において進捗状況を確認し、必要

な場合は修正を加える等、緊急課題に対応する柔軟

な体制を確保した。本取組は実施状況報告等を HP

で公表し、事務はキャリア支援センターが担当した。

プログラムの成果

取 組 期 間
区 分
所 在 地
設 置 者

2009(平成21)年度～2011(平成23)年度
学生支援推進プログラム
〒154－8533 東京都世田谷区太子堂1-7
学校法人 昭和女子大学

緊急課題への対応と実社会連携型キャリアビジョン育成プログラム

私立 昭和女子大学・昭和女子大学短期大学部
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１．当該プログラムの周知方法等

当該プログラムの実施にあたっては、プログラム

毎に次のとおり学生等への周知徹底を図った。な

お、全体計画に関しては、各学科委員から成る既存

の全学組織であるキャリア支援部委員会において説

明し、教員組織への周知を図った。

①求人情報検索システムの導入・開発にあたって

は、当該システムのポータルサイト（以下、「求人

NAVI」）への登録と利用案内を全学ポータルサイ

ト（以下、「UP SHOWA」）を通じて全学生に周知

するとともに、特に就職活動年次の学生には各学科

へポスターを掲示した。さらに、キャリア支援部委

員を通じて、各学科のクラスアドバイザーから説明

し、周知徹底を図った。なお、これらの周知方法に

加え、次年度から、全学生に配布するガイドブック

に掲載するとともに、就職ガイダンスで詳細に説明

している。

② OG データ整備・活用については、同窓会事務

局と就職担当事務部署であるキャリア支援センター

が連携し、過去 10 年間の OG データの住所情報と

照合、同データを更新し、勤務状況等調査を実施し

た。なお、回答のあった OG データについては、個

人情報管理基準に則り同窓会事務局にフィードバッ

クし共有するとともに、キャリア支援部委員会に報

告し承認を得た。

③専門カウンセラー配置による相談体制の拡充に

関しては、「求人 NAVI」から相談予約できるシス

テムを構築するとともに、「求人 NAVI」を使って

周知し、学生への利用促進を図った。また、求人情

報を収集しテレホンアポイントによる求人開拓を行

い、求人獲得の拡大を行い「求人 NAVI」を使って

学生に周知した。

④産学情報交換・交流会の開催に関しては、イン

ターンシップの受入企業、過去２年間に採用実績２

名以上の企業を中心に、約 250 社に案内状を送付し

た。学内には、学長、副学長、学部長、学科長およ

びキャリア支援部委員等の役職者に周知した。ま

た、当該プログラムに参加するインターンシップ受

入企業で就業体験を行った学生に参加を促し、交流

を図った。なお、当該プログラムの進行は、就職・

キャリア開発に関するイベントを企画・運営する学

生有志グループ（光葉キャリア塾）が担当し、学生

新聞へ記事を掲載した。

⑤就職スキルアップ講座の実施にあたっては、全

学生へ就職活動支援講座一覧表を紙ベースで配布す

るとともに、就職活動年次生に「求人 NAVI」のお

知らせ機能、メール配信機能を使って各講座の実施

日程に応じてタイムリーに通知した。

⑥学科主催キャリア支援講座の実施については、

各学科のクラスアドバイザーから定例クラスミー

ティングでの説明、ポスター掲示及びメール配信に

より周知を徹底した。

⑦全学共通キャリア・コア科目の導入に関して

は、新学期初めの学長講話等の機会を利用し「キャ

リアサポートシステム」資料に明記し全学生へ配布

するとともに、その目的及び内容について説明を

行った。

⑧学生支援推進事業報告書の作成については、予

算の関係から学内にて作成し、ホームページにて公

開した。また、キャリア開発、就職支援全般に関す

る取組について、トピックスを含めた情報誌（キャ

リアサポート通信「リュミエール」）を作成し、全

学生・教職員に配布してキャリアに関する情報共有

化を図った。

２．当該プログラムの成果

各プログラムの自己評価の観点、目標達成の度合

い及び具体的成果は次のとおりである。

①求人検索情報サイトの新規導入、開発に関して

は、就職年次学生の同サイトへの登録率、求人掲載

件数、就職活動支援講座申込件数、進路登録件数等

の利用状況を数量的に把握し自己評価した。その結

果、いずれも同システム導入以前に比較して増加し

たことが確認できた。これらが主因となり、就職率

は過去３年間全国平均を上回り成果が上がった。

② OG データ整備・活用においては、同窓会事務

局との連携を図り、まず過去 10 年の OG の住所デー

タを更新し文書にて勤務先、役職等の調査を行っ

た。これにより現時点の OG の就業状況が把握でき

た。このことにより本事業プログラムであるキャリ

ア・コア科目に OG 実務家を招聘することが容易に

なるなど、効果的な活用に繋がった。

③就職支援とキャリア形成に専門知識と経験を持

つ専門カンセラーを１ないし２名配置したことによ

り、特に就職活動年次生の相談の質と量の充実を図

ることができた。相談件数は、専門カウンセラーの

導入後、2009（平成 21）年度 2,455 件、2010（平成

22）年度 3,236 件、2011（平成 23）年度 4,337 件と

大きく増加した。これにより３年連続、全国平均以

上の就職率が実現できたと評価する。さらに求人情
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報を収集しテレホンアポイントによる求人開拓を行

い求人獲得の拡大を図り、この取組によって就職内

定の成果が得られた。

④年１回の産学情報交換・懇談会の開催は本学の

教育方針、人材育成方針を広く産業界に PR する絶

好の機会であり、採用実績のある企業と太いパイプ

を築く貴重な機会である。採用意欲のある企業の採

用担当者と学生及び本学役職者が一堂に会し交流を

継続し、参加者が情報交換を通じて刺激を受ける

成果は大きい。2011（平成 23）年度の参加者数は企

業 67 社 85 人、本学教職員 39 人、学生 25 人、合計

149 名が交流を持った。

⑤面接対策講座など就職活動に必要なスキルアッ

プ講座を３か年で 40 講座開設し、学生に提供した。

この講座に延べ 5,332 人の学生が参加した。受講し

た学生のアンケート調査による満足度は、５段階評

定で最低 4.2 ポイント、４段階評定の最低ポイント

は 3.55 と高く、質量ともに学生に就職スキルの底

上げに寄与したものと評価する。

⑥学科主催キャリア支援講座に関しては、各学科

の専門性の特性に応じたプログラムが展開され、ま

た、カリキュラムに定めた宿泊研修期間を利用して

行うなど、原則、学科対象者全員に提供できた点に

おいて成果が認められる。

⑦全学共通キャリア・コア科目の受講者実人数

は、2009（平成 21）年度 57 人（非単位科目）、2010（平

成 22）年度 426 人（単位科目）、2011（平成 23）年

度 471 人（一部選択必修単位科目）と、年々履修学

生数が増加した。必修化に向けてカリキュラム改善

が図られ、既設のキャリア系の全学必修科目「実践

倫理」の受講と相まって、全学共通キャリア科目体

系が発展したものと評価する。

⑧学生支援推進事業報告書は、データのみの資料

として内部作成し HP で公開した。印刷物での学内

外への送付に比べて反響が少なく、その点、十分効

果を上げたとは言えない側面もある。また、情報誌

（「リュミエール」）を作成し、全学生・教職員に配

布することにより、キャリアや就職に関する学生・

OG の実体験や意見等の共有が図られ、就職支援講

座への参加率が向上するなど学生のキャリア意識が

高まった。また、産学情報交換・交流会に参加した

企業やインターンシップの受け入れ企業等に配布

し、本取組について積極的に紹介した。

今後の計画

１．当該プログラムの成果をどのように活用していくか

当該プログラムは原則として全施策とも継続して

いくことを基本としている。就職観において多様な

考えを持つ学生が入学する現況に鑑み、実社会との

連携を見据えたキャリア支援、就職支援の有効性を

当該プログラムによって検証できたことの意義は高

く、特に OG や企業との交流プログムを、より充実

したものにしていきたいと考える。また、新規導入

した求人情報検索サイトは IT 活用により便利で多

機能なサービスが有効であるが、反面、学生と直接

関わる機会が少なくなるマイナス面をカバーするよ

う、補完策を講じて活用していきたい。この点、専

門カウンセラーの常時配置は、就職活動で不安を覚

え、精神的に困憊した学生のケアに有効である。当

該成果の活用にあたっては、クラスアドバイザーや

学生相談室との連携も密に行っていくこととする。

これらの成果は、主に従前の就職支援プログラム

の見直し及び改善によってもたらされたものとの観

点から、今後の遂行にあたっては、経年実施によ

るマンネリ化を防止することが肝要と考え、PDCA

サイクルによる実施を強化したい。

当該プログラムの工夫、活用により、学生が早期

に実社会と触れ合い、自己の学びに意義を見出して

努力、成長し社会人となった後には後輩に還元する

仕組みに発展させ、当該成果を活用したいと考え

る。

２．今後の計画

各プログラムの具体的計画は次のとおりである。

①求人情報検索システムの導入・開発について

は、活動体験報告書等のデータの蓄積とその学生へ

の還元、活用策の向上に取り組む。

② OG データ整備・活用に関しては、今後３年ご

とに就業状況調査を行い、データの蓄積、更新を行

い、生きたデータとして管理する。併せて、個人情

報管理基準に留意し、同窓会、学部学科と情報を共

有し、OG 人材の活用を図る。

③専門カウンセラー配置に関しては、学生の相談

体制の拡充と併せて、就職支援部署であるキャリア

支援センター職員の相談スキルの向上に資するよ

う、専門カウンセラーとの勉強会を設けるなど、継

続して学生相談体制の充実に努める。

④産学情報交換・交流会開催に関しては、インター
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ンシップ受入企業の開拓、継続のための重要な戦術

として位置付ける。

⑤就職スキルアップ講座の実施にあたっては、

ワークショップメニューを加える方向でカリキュラ

ムを改善する。

⑥学科主催キャリア支援講座の実施にあたって

は、学科の専門性、独自性に沿った内容に工夫する

とともに、各学科間で情報を共有し優れた取組の拡

充を目指す。

⑦全学共通キャリア科目に関しては、教員組織に

よるカリキュラム検討委員会の検証体制に織り込

み、管理する。

⑧学生支援推進事業の内容は随時作成し HP で公

表する。

以上、今後の計画の実施体制としては、既存の全

学組織のキャリア支援部委員会において年度計画に

織り込み、事務局機能は引き続き事務部門のキャリ

ア支援センターが担当する。

就職未内定者への支援策

１． 内定（内々定）のピークを過ぎても内定（内々定）

を得られない者への支援策具体的に次のとおり

支援策を実施した。

イ）学内合同企業説明会の追加開催：2011（平成

23）年度は、５月、６月、７月、10 月、11 月、12 月、

１月、２月と毎月実施し、延べ、参加企業 199 社、

参加学生 396 人であった。

ロ）10 月以降、学科ごとに就職支援担当職員を

割り振り、未内定（未内々定）学生を継続的に支援

する態勢をとり、支援した。担当職員から学生に連

絡をとり状況を把握し、希望する職種等へ内定する

ための相談指導に力を注いだ。

ハ）新卒応援ハローワーク・ジョブサポーターに

支援を要請し、学内での支援講座を実施した。

ニ）就職フォローアップ講座を実施し、学生の不

安を和らげるとともに、求人企業の探し方、求人票

の見方、履歴書の書き方など就職活動の仕方に関し

支援した。

ホ）連絡がなかなか取れない学生に関しては、保

護者に連絡し協力してもらった。

ヘ）クラスアドバイザー、ゼミ担当教員と連絡を

取り合い、特に支援が必要な学生について確認を

行った。

ト）保護者・学生宛てに、求人情報や国の若年者

就業支援事業プログラム等の情報を郵送した。

２． 未内定のまま卒業した者への支援策

イ）卒業後も、学科担当の就職支援担当職員が在

学時同様の支援を行う旨の文書の発送と、支援を実

行した。また、就職が決まるまで支援する旨のメッ

セージを学生、保護者に発信した。

ロ）本学独自の求人サイトにおける、卒業生向け

の求人情報の検索方法を周知した。

ハ）上記求人サイトのメール配信機能を使い、個

別に求人情報を担当職員から発信した。

ニ）卒業年次を問わず、卒業生の転職、就職相談

担当職員を配置し、月～土曜まで相談体制を確立し

た。

ホ）定期的に担当職員が電話、メール等で連絡を

とり、就職活動状況を確認するとともに、いつでも

相談に応じることを伝え励ました。
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資 料
①求人検索サイト「求人 NAVI」導入による求人社数 ･ 就職率の推移

②「求人 NAVI」トップ画面

④産学情報交換 ･ 懇談会

③面談件数

⑤スキルアップ講座
【平成 21 年度】

【平成 22 年度】

【平成 23 年度】
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【平成 23 年度】

⑥学科キャリア支援講座
【平成 21 年度】

【平成 22 年度】
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（2）シラバス

⑦キャリア科目
（1）履修者数
【キャリアデザイン】 【女性とキャリア形成】 【企業と社会のルール】女性の生き方と社会
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評  価  結  果

評 定 ： Ｓ

評定理由（総論）

就職活動に必要なスキルアップ講座を 3 ヵ年で 40

講座を開設し、 受講学生の満足度もかなり高い。

また、 キャリア・コア科目 （ 単位科目 ）4 科目を開

設し、 大学長自らが担当者としてリードしている。

結果的に全国平均を上回る就職率 （94％） を達成して

いる。

 本プログラムにおいて、 学生が経済・雇用情勢

の急変に翻弄され疲弊することを予防・軽減すると

いう現代社会の課題に焦点をあて、 学生の就職力を

アップさせ、 就職率の向上を図るという視点での取

組が特に優れている。

 今後もこのプログラムを継続して実施していただ

き、 自分自身のキャリアをしっかりイメージでき、

主体的に社会に関わりながら将来を考えることがで

きる学生を育てていただきたい。 さらに全卒業生の

就職 （ 進学 ） への意欲の向上を図り、 就職率の更な

るアップに向けての支援策へ取り組んでいただきた

い。 今後も自己点検評価をさらに徹底することが望

まれる。

⑧情報誌の発行
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実  地  視  察  報  告

視察日：2012（平成 24）年 9 月 28 日（金）

総　 評

社会状況の悪化・急変に対する学生の戸惑い、学

生のキャリアや生き方に関する強い危機意識が学長

以下全学的に共有され、支援プログラムが全学的に

も部局レベルでも自覚的に検討され、改革が正課

内・正課外ともに継続的かつ多面的に進められてお

り、その成果も適切に学生のみならず企業や社会全

体に発信されている取組であり、他の大学のモデル

とすべき事例である。

特に就職活動で必要とされる、スキル習得に特化

したスキルアップ講座とキャリア支援科目群が適切

に配置されており、在学中全期間を通じて、多様な

機会の中でキャリア意識の涵養が図られている点は

高く評価しうる。

また、就職 NAVI のシステムは単に就職情報を

提供するだけでなく、相談予約や関連データの蓄積

を通じて、個別支援をカウンセラーや担当職員が複

数で実現できる状態になっており、専門カウンセ

ラーの充実と併せて、相談対応の充実、件数増加に

繋がっており、本事業の趣旨が十分に実現されてい

る。

個別事項

１． 正課内でのキャリア支援科目群とスキルアップ

講座の充実

・就職活動に直結するスキルアップ講座を40講座開

講しており、受講生の満足度も高く、成果を上げ

ている。

・自分らしい生き方と職業を発見し、生涯にわた

る「キャリア」をデザインする力量修得を目指

して体系化された科目群を2009（平成21）年度から

2011（平成23）年度にかけて設置し、かつ毎年改善

を図っている。１年時の必修科目「実践倫理」か

ら学年ごとに女性の生き方・キャリアを学ぶ選択

必修科目群が編成されており、キャリア支援を正

課教育内でも適切に実施できている状況が示され

ている。

・本事業の成果を踏まえて、2012（平成24）年度からは

全学および全学科ごとに「キャリアデザイン・ポ

リシー」、および学科ごとの「目指す職業と履修

モデル」を公表して、学生自身の履修意欲の涵養

に努めている点も高く評価できる。

２．キャリア支援センターを中心とした支援活動の

充実

・キャリア支援センターを中心とした支援活動は相

談を中心としたface to faceの個別支援と、新設さ

れた情報NAVIと呼ばれる総合的支援システムの

活用による、情報の提供や蓄積といった支援とが

効果的に編成されている。また、進路情報の登録

を積極的に推進し、卒業生と学生との交流の場を

設ける取組はすでに学生に肯定的な影響を及ぼし

ており、今後も拡充が期待される。

・専門カウンセラーの増員により、増加している相

談需要に適切に対応しており、対応した相談件数

は2009（平成21）年度の2,455件から2011（平成23）年度

には4,337件へと1.77倍へと増加している。

・従来の紙ベースの職業支援システムから、求人

NAVIと呼ばれる職業支援専用サイトの立ち上

げ・運営によって、個別学生の活動状況、支援の
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必要性と提供状況が適切に関係者内で共有される

とともに、個別学生に必要とされる求人情報が

メール配信も活用して即時に提供されている。こ

うした重層的な取組を通じて、事業期間内の就職

率は2009（平成21）年度の94.3％から2011（平成23）年

度には97.2％まで高くなっており、取組の成果を

確認することができる。

・就職NAVIの利用を通じて、就職活動がうまく

いっていない学生を把握できるようになり、学科

ごとに配置された担当職員が個別支援を図れるよ

うになっている点も注目される。

３．全学体制の充実と学内広報の徹底

・キャリア支援に関する検討を学科代表によって編

成されているキャリア支援部委員会とキャリア支

援センターの間で綿密に行っている点も、全学的

な支援体制の構築という点で評価できる。

・学生に対して各種取組の紹介とキャリア意識涵養

を意図した就職情報誌「リュミエール」を2号刊行

して、情報を周知した取組も、学生にとって有意

義な効果があったものと評価できるものである。




